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第1節　はじめに

　会社の社会的責任(Corporate Social Responsibility　以下CSR)はヨーロッパでは1920年代、日本では1960年代から前者では武器、酒の問題、後者では環境問題を契機に注目を浴びた 。そして年を経るにつれてその責任対象や意味合いは変化し多岐に渡るものとなっている。

　また、会社という団体の視点からだけでなく我々個々人に対しても会社に対して社会的責任投資(Socially Responsible Investing 以下SRI)という観念が存在している。会社側からのみだけでなく、私たち側からの社会的責任を理解することで社会、世界をよりよいものにすることができる。

[bookmark: _Hlk42083550][bookmark: _Hlk42083601]　二節ではリスクマネジメントという観点からみたCSRという考えを軸に高度経済成長期と情報社会(現代)におけるCSRの意味合いの違いを説明し、それぞれの問題点を言及する。三節では日本において個人の社会的責任はどのような形で果たされるべきかをアメリカと比べて論じる。四節では二節において述べる問題点の解決策と筆者が考える別の側面からみる個人の社会的責任について説明する｡五節を全体のまとめ・今後の課題とする。

[bookmark: _Hlk42083632][bookmark: _Hlk42083653]　本レポートでは今後、会社はどのような方法で社会的責任を果たすべきか、私たち個人はそれをどう支えるべきかの二点を軸にして論じる。


第2節　会社の社会的責任の定義と時代ごとの問題点
　
広辞苑と岡本(2004)の言葉を借りるとCSRは「会社が最低限の法的責任を果たすだけでなく、社会問題や環境問題を自社の業務及び利害関係とのやり取りに自主的に組み込むこと」である。これはリスクマネジメントの観点からCSRをとらえている。リスクマネジメントとは例えば、会社が将来に自身の首を絞めるだろう資源の枯渇問題に取り組むことで持続可能な社会を構成していくことだ。ことわざで言い換えると、自分のしたよい行いが自分に返ってくる意味の情けは人の為ならずに近い。本レポートではこの考えを基礎とする。
　では日本は現代に至るまでこのようなCSR活動に取り組めているのだろうか。答えは否である。
確かに四大公害をはじめとする環境問題が明るみになった高度経済成長期にCSRという言葉は社会に広がり 、1967年に公害対策基本法が公布された。	Comment by 原: 問題
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しかし内容としては不十分なものであった。なぜなら環境庁が発表した昭和44年度版環境白書によると「経済社会の発展とともに増大する公害問題に対応して国や地方公共団体による諸種の施策が実施されたが、これらは発生した問題を後から追う形でなされたこともあり、必ずしも十分な対策とはなりえなかった。」とあるからだ。このように会社は環境をよくするための行動を行ったというよりは国や地方公共団体から今までの失敗の処理を求められ、ただ単に法令に従っただけだったといえる。よってこの時期におけるＣＳＲはコンプライアンス(法令遵守)の意味合いが強いものであったと考える。

また現代では対応すべき問題自体が多岐に渡っており(例えば温暖化、森林伐採、災害、食糧問題など)その解決策さえも多岐にわたっている。これでは問題の本質も見極められず会社内での方針もまとまらず行動に移せないこともある。
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